




















































昭和 53 年 1月から昭和 56 年 3 月までの 1年 3ケ月間において、当科で扱った育成医療給

付件数は 286 件であった。 

年度別でみてみると53年 84件,54年 87件,55年 96件,56年 1月から 3月の 3ケ月間では

19 件であった。 

この件数を当科におけるそれぞれの年度の全入院患者数に対する比率でみてみると,53 年

が 14.9%・54年が 13・7%・55 年では 16.5%であった。この様に年々増加の傾向を示してい

た。これは本学における医療相談室を中心としたケースワーカー,医師,看護婦,病院事務職

員の協力の結果と思われる。即ち,患者家族の本給付に対する認識は未だ低く,我々医療従

事者の説明で始めて本制度の存在を知りその詳細な説明を時間をかけて行わなければなら

ず,今後,充分な指導が行政面においても必要と思われた。しかし,本給付申請に対しては,

全例認可されており,行政面での本給付に対する積極的な態度はうかがえた。 

地域別では,やはり東京都の133件が番多く,続いて埼玉県56件,千葉県44件となっていた

。以下,神奈川県 15件,茨城県 7件,静岡県 4件,北海道 4件,栃木県 3件,福井県 3件,群馬

県 3件,沖縄県 3件,島根県 2件,山梨県 2件,富山県 2件,兵庫県,愛知県,高知県,長野県が

それぞれ 1件であった。 
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